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Ⅰ. 摂食障害に関する学校と医療のより良い連携のための対応指針（中学校版） 

パイロット研修会の意義 

研究要旨 

学校と医療のより良い連携のための対応指針作成ワーキンググループは対応指針作成を行

ってきたが、暫定版が完成し、神戸市にて養護教諭対象にパイロット研修会が行われた。そ

の際、研修前後において、摂食障害や摂食障害の児童生徒への対応に関して、知識、対応基

準をもっているかについてアンケート調査を行い検討した。養護教諭は 79 名参加し、有効

回答数は７３（９２，４％）であった。疾病特性・症状に関する知識、ハイリスク者への対

応・フォロー、家族へ連絡する児童生徒の状態、受診を勧める状態・勧め方、治療中、治療

中断者への対応・校内見守り体制､校内連携体制、医療機関との連携、予防教育・啓発につ

いて研修後の知識・対応基準の知見は有意に増加していた。資料の冊子の配布にとどまら

ず、実際の利用方法に関する研修が必要と思われた。 

 

Ⅱ. 小児発症摂食障害の早期発見・早期支援の体制作りに向けての検討 

（学校医か否かの検討） 

小児摂食障害の治療において、小児科医が大きな役割を果たしてきたが、学校医か否かで

摂食障害あるいは摂食障害の疑いのある症例について、早期発見・早期対応についての意識

に差が認められるかどうかを検討した。兵庫県小児科医会と神戸市内の総合病院のホームペ

ージに記載されている 427 名を対象とした。学校医かどうかの項目に回答している 125 名

（２９．３％）を対象とした。早期発見に関して、学校医の方が、学校医ではない小児科医

より「学校との連携がとれていて､学校からの相談を受けている」において有意に「できて



いる」と回答している割合が高かった。 

Ⅰ. 摂食障害に関する学校と医療のより良い

連携のための対応指針（中学校版）パイロッ

ト研修会の意義 

 

Ａ．研究目的 

摂食障害の低年齢化が指摘される中、学校

における早期発見、早期対応、あるいは予防

教育の意義はますます高まっていると考えて

いる。学校と医療のより良い連携のための対

応指針作成ワーキンググループは対応指針作

成を行ってきたが、暫定版が完成し、神戸市

にて養護教諭対象にパイロット研修会が行わ

れた。その際、研修前後において、摂食障害

や摂食障害の児童生徒への対応に関して、知

識、対応基準をもっているかについてアンケ

ート調査を行い検討した。 

 

Ａ－２．研修会の内容 

神戸市にて平成 29 年 2 月 4 日、2 時間 30

分の枠で開催された。研修会は摂食障害の早

期発見・早期対応のための指針の評価を主な

目的として行われた。研修会の意義、内容、

摂食障害概論､指針の詳細な解説、具体的事

例での活用方法、質疑応答、評価委員からの

コメントの順で発表された。その後、1 時

間、評価委員との討論がなされた。対応指針

は第 1 部 低栄養の状況から判断した保健室

での対応の諸段階に関するエキスパートコン

センサス、第 2 部 健康診断（身体計測な

ど）から受診、治療継続の諸段階に関するエ

キスパートコンセンサス、第 3 部 啓発に関

するエキスパートコンセンサス、第 4 部レー

ダーチャートで見る諸症状から構成されてい

る。 

Ｂ．研究方法 

1）パイロット研修前後で、別紙の質問用紙に

従って、１．摂食障害の疾病特性､症状に関す

る知識について、２．ハイリスク者への対応、

フォローについて、３．家族へ連絡する児童生

徒の状態について、４．受診を勧める状態、勧

め方について、５．治療中、治療中断者への対

応について、６．校内見守り体制､校内連携体

制について、７．医療機関との連携について、

８．予防教育、啓発の項目について、5 件法（大

変ある、まあまあある、どちらからといえばあ

る、あまりない、全くない）にてその場で選択

記載を求めた。回答した養護教諭は 79 名で有

効回答数 73 名（有効回答率９２．４％）であ

った。 

2) 同時に、養護教諭の勤務校種、経験年数、

摂食障害児へ 2 回以上の継続的な対応経験に

ついても回答を求めた。現在の学校種は小学

校 20 名（２６．７％）、中学校 28 名（３７．

３％）、高等学校 24 名（３２．０％）、特別支

援学校 1 名（１．３％）であった。経験年数は

5 年未満 10 名（１３．７％）、5-10 年 8 名（１

１．０％）、11-20 年 12 名（１６．４％）、21-

30 年 25 名（３４．２％）、31 年以上 14 名（１

９．２％）､無記名 4 名（５．５％）であった。

2 回以上の継続的な対応経験を有す養護教諭

は 43 名（58.9％）であった。 

3) 倫理面の配慮：アンケート調査用紙に報

告・発表に同意しない場合はチェックを入れ

るよう記載して､倫理面の配慮を行った。 

 



Ｃ．研究結果 

１．「大変ある」、「まあままある」の合計が

摂食障害の疾病特性、症状に関する知識につ

いては、研修前27名（３６．９％）が研修

後には42名（７１．３％）へ増加した）（図

1）。ハイリスク者への対応、フォローについ

ては、研修前１５名（２０．６％）が研修後

には５０名（６８．５％）へ増加した。家族

へ連絡する児童生徒の状態については、研修

前2２名（３０．１％）が研修後には５０名

（６８．５％）へ増加した。受診を勧める状

態、勧め方については、研修前１８名（２

４．６％）が研修後には５１名（６９．

９％）へ増加した（図1）。治療中、治療中断

者への対応については、研修前１７名（２

３．２％）が研修後には４７名（６４．

４％）（図2）、校内見守り体制、校内連携体

制については、研修前２２名（３０．１％）

が研修後には４７名（６４．４％）と増加し

た。医療機関との連携については、研修前２

２名（３０．１％）が研修後には４９名（６

７．１％）と増加した。予防教育､啓発につ

いては、研修前１６名（２１．９％）が研修

後には38名（５２．０％）と増加した。す

べての項目で前後の値間においてカイの2乗

検定で＜０．０５レベルで有意差があった。 

 

Ｄ．考察 

 パイロットスタディー研修会において、疾

病特性・症状に関する知識、ハイリスク者へ

の対応・フォロー、家族へ連絡する児童生徒

の状態、受診を勧める状態・勧め方、治療

中、治療中断者への対応校内見守り体制､校

内連携体制医療機関との連携、予防教育、啓

発について研修前後の知識・対応基準の知見

は有意に増加していた。このことは研修会開

催自体の意義があったと結論づけてよいと思

われる。評価委員から対応指針の配布に加

え、実際の研修会の開催が必要な旨のコメン

トがあった。また個別の意見からも対応指針

の冊子だけでなく研修会の必要性が述べられ

たことから、対応指針を幅広く普及させるた

めには、全国的に研修会を展開していく必要

が示唆された。学校における対応の機会が増

加し、養護教諭の知識や経験も増えてきてい

る中、以前から医療へと導くときの困難な問

題は多くあると指摘されてきた。低栄養の状

況から判断した保健室での対応の諸段階に関

するエキスパートコンセンサスや健康診断か

ら受診、治療継続の諸段階に関するエキスパ

ートコンセンサスに基づく指針に示された学

校で医療機関への紹介基準に対する評価は評

価委員の間でも高く、これらの指針は摂食障

害の早期発見、早期対応に結びつくと考え



る。また、啓発に関するエキスパートコンセ

ンサスから、部活顧問も含めた、子どもたち

の指導に関わる教員全体の知識研修のために

も指針は効果的と思われた。 

 今後は、社会全体や学校での教育プログラ

ムとして、実際の対応の中で活用できる具体

的事例の含まれたパンフレットに対する期待

もあり、今回の「摂食障害に関する学校と医

療のより良い連携のための対応指針」に基づ

く摂食障害に関する一般的な知識の普及や学

校で活用できる資料がより増えることが望ま

れる。 

 

Ｅ．結論 

摂食障害に関する学校と医療のより良い連

携のための対応指針自体の評価も高くこの対

応指針を広めていく必要が大きい。また、指

針に基づくより具体的事例の掲載されたパン

フレット、資料が求められている。 

 

Ｆ．今後の展望 

摂食障害に関する学校と医療のより良い連

携のための対応指針を小学校版、高等学校

版、大学版、特別支援学校版と広げていく必

要がある。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし 

 

 

Ⅱ. 小児発症摂食障害の早期発見・早期支援

の体制作りに向けての検討（学校医か否かの

検討） 

 

Ａ．研究目的 

 小児摂食障害の治療において小児科医が大

きな役割を担うことは言うまでもなく、とく

に昨今は早期発見、早期支援の体制作りが重

要なテーマにあげられている。本研究では、学

校医か否かで、摂食障害あるいは摂食障害の

疑いのある症例を、早期発見・対応することに

ついての意識に差がみられるかどうかを検討

し、より良い支援体制作りについて考察する

ことを目的とする。 

 

Ｂ. 研究方法 

対象：小児科医 125 名。2015 年 6 月～9 月に

自己記入型選択式質問紙『小児科医に対する

摂食障害医療体制・連携に関する質問紙調査』

を兵庫県小児科医会会員と神戸市の総合病院、

県立病院のホームページに掲載されている

427 名の小児科医へ送付した。返信のあった

144名（回収率33.7％）のうち、学校医かどう

かの項目に回答している 125 名を対象とし、

学校医か否かで早期発見・対応に関する回答

に差がみられるか比較検討を行った。 

倫理面の配慮：西神戸医療センターの倫理委

員会の承認を得た。 

Ｃ. 研究結果と考察 

 学校医68名（以下A群）、非学校医57名（以

下 B 群）。早期発見に関する項目においては、

①「主訴が異なる場合でも、体格や診察で摂食

障害を疑うようにしている」に「よく出来てい

る」か「だいたい出来ている」と回答し、「出

来ている」と感じている割合は、A群72.1％、

B群65.4％、②「体重減少や摂食不良が主訴の

場合に、常に摂食障害を鑑別疾患に入れてい

る」はA群79.4％、B群81.1％、③「成長曲

線を作成して早期発見できるようにしている」

はA群49.3％、B群59.3％、④「学校との連

携がとれていて、学校からの相談を受けてい

る」ではA群32.8％、B群11.1％であった。

早期対応に関する項目においては、①「本人に

体の状態や疾患の説明をしている」に「よく出

来ている」か「だいたい出来ている」と回答し、

「出来ている」と感じているのは、A群55.6％、

B群71.2％、②「保護者に子どもの体の状態や

疾患について説明している」ではA群73.4％、

B群75.0％、③「診断を告げて定期的な診察を

行っている」はA群32.8％、B群51.0％、④

「必要な場合に専門医療機関に紹介している」

はA群81.3％、B群78.8％、⑤「所属学校と

も連携をとり情報共有をはかることにしてい

る」はA群27.4％、B群32.0％、⑥「極度の

低体重であれば身体管理に慣れている小児科

や内科、救急科などへ紹介している」は A 群

77.8％、B 群 76.1％であった。それぞれ A 群

と B 群とで統計的に有意な差があるかどうか

カイ二乗検定を用い解析を行ったところ、早

期発見に関する項目④「学校との連携がとれ

ていて、学校からの相談を受けている」におい

てp<0.05で有意差がみられた。学校医か否か

が「出来ている」と感じているかに関連してお

り、学校医の方が学校と連携がとれていると

実感していることがうかがえた。学校医であ



ることは、早期発見における学校との連携で

特に重要な役割を持ち、良好な関係構築に繋

がっていることが考えられた。一方、早期対応

における学校との連携に関する項目⑤「所属

学校とも連携をとり情報共有をはかることに

している」では、統計的に有意な差があるわけ

ではないことが分かった。早期対応において

は、学校医か否かは、患児の所属学校と連携を

とり情報共有をはかることについて、「出来て

いる」と感じているかの意識に、あまり関連が

ないことがうかがえた。逆に考えると、早期発

見、早期対応のいずれにおいても、学校医か否

かに関わらず、学校との連携に関して、「出来

ていない」と感じている割合が、約7割と多く

を占めており、今後の課題である。医療と学校

との連携が益々重要であると考えられる。 

 

Ｄ.結論 

摂食障害の医療機関への紹介は「学校との

連携がとれていて､学校からの相談を受けて

いる」との回答が一般小児科より多い学校医

との連携をまず考慮すべきと示唆された。 

 

Ｅ．研究発表 

1. 学会発表 

1) 川添文子，髙宮静男，石川慎一ら：小児期

発症摂食障害の早期発見・早期支援の体

制作りに向けての検討：第 57 回日本児童

青年精神医学会総会抄録,2016  

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 なし 

2. 実用新案登録 なし 

3. その他 なし 

 

 


